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１ 部⾨分類等の⾒直し

平成27年表における部門分類等の見直しについては、

① ＳＮＡ国際基準への対応（研究開発の固定資本形成計上など）

② 子ども・子育て支援制度の拡充に係る状況を把握するための
保育所部門の分割

③ 「公的統計の整備に関する基本的な計画」への対応（建築リ
フォームに係る基礎統計整備に伴う建築補修部門の一部の固定
資本形成計上など）

④ そのほか、国内生産額の減少による部門統合や
日本標準産業分類の平成25年改定への対応

などを行った。主な変更の概要は表１、部門分類数は表２、部門新
旧対照表は表３のとおりである。
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表１ 主な変更の概要

課題 主な関係部門 平成27年表での対応

保育所部門の新設 社会福祉
「社会福祉（国公立）★★」、「社会福祉（非営利）
★」、「社会福祉（産業）」部門から分割し「保育所」
部門を新設

飲食サービス部門
の分割

飲食店、持ち帰り・
配達飲食サービス

平成23年表の「飲食サービス」部門を、「飲食店」

部門及び「持ち帰り・配達飲食サービス」部門に
分割

建設補修の一部を
国内総固定資本形
成へ計上

建設補修

建築物リフォーム・リニューアル調査の結果を考
慮し、建築に係る「建設補修」部門の産出のうち、
建築物の維持・修理については中間消費、機能
向上や耐用年数の向上を伴う改装・改修につい
ては国内総固定資本形成とする。

学校給食 学校給食
統合分類は製造業に含まれていたものを教育に
変更
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表２ 部⾨分類数
平成23年表 平成27年表

産業区分

基本分
類

統
合
小
分
類

統
合
中
分
類

統
合
大
分
類

産業区分

基本分
類

統
合
小
分
類

統
合
中
分
類

統
合
大
分
類

行 列 行 列

1 農林水産業 46 29 13 5 1 1 農林漁業 37 29 13 5 1

2 鉱業 10 5 4 3 1 2 鉱業 10 4 3 2 1

3 製造業 325 237 112 55 19 3 製造業 321 229 111 55 19

4 建設 12 12 5 4 1 4 建設 12 12 5 4 1

5 電力・ガス・水道 7 9 5 4 3 5 電力・ガス・水道 7 8 5 4 3

6 商業 2 2 2 1 1 6 商業 2 2 2 1 1

7 金融・保険 6 3 2 1 1 7 金融・保険 6 3 2 1 1

8 不動産 4 4 3 3 1 8 不動産 4 4 3 3 1

9 運輸・郵便 26 22 15 9 1 9 運輸・郵便 27 23 15 9 1

10 情報通信 13 12 6 5 1 10 情報通信 12 11 5 5 1

11 公務 2 2 2 1 1 11 公務 2 2 2 1 1

12 サービス 64 59 20 16 5 12 サービス 68 63 20 16 5

13 分類不明 1 1 1 1 1 13 分類不明 1 1 1 1 1

計 518 397 190 108 37 計 509 391 187 107 37
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表３ 部⾨新旧対照表（統合⼤分類）
対応関係 変更内容

01 農林水産業　　　　　 01 農林漁業 名称変更

06 鉱業  　　　　　　　 06 鉱業

11 飲食料品　　　　　　　 11 飲食料品 分割

15 繊維製品　　　　　　 15 繊維製品

16 パルプ・紙・木製品 16 パルプ・紙・木製品

20 化学製品  　　　  　 20 化学製品

21 石油・石炭製品　　　 21 石油・石炭製品

22 プラスチック・ゴム 22 プラスチック・ゴム製品 名称変更

25 窯業・土石製品　　 25 窯業・土石製品

26 鉄鋼　　　　　　　　 26 鉄鋼

27 非鉄金属　　　　　　 27 非鉄金属

28 金属製品　　　　　　 28 金属製品

29 はん用機械 29 はん用機械

30 生産用機械 30 生産用機械

31 業務用機械 31 業務用機械

32 電子部品 32 電子部品

33 電気機械 33 電気機械

34 情報・通信機器 34 情報通信機器 名称変更

35 輸送機械 35 輸送機械

39 その他の製造工業製品 39 その他の製造工業製品

平成23年（2011年）表 平成27年（2015年）表

一部新63へ
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表３ 部⾨新旧対照表（統合⼤分類）（続き）
対応関係 変更内容

41 建設　　　　　　　　 41 建設

46 電力・ガス・熱供給　 46 電力・ガス・熱供給

47 水道 47 水道

48 廃棄物処理 48 廃棄物処理

51 商業　　　　　　　　 51 商業

53 金融・保険　　　　　 53 金融・保険 統合

55 不動産　　　　　　　 55 不動産

57 運輸・郵便　　　　　　　 57 運輸・郵便 統合

59 情報通信 59 情報通信 分割

61 公務　　　　　　　　 61 公務 統合

63 教育・研究　　　　　 63 教育・研究 統合、内容変更

64 医療・福祉 64 医療・福祉 分割

65 その他の非営利団体サービス 65 他に分類されない会員制団体 名称変更

66 対事業所サービス 66 対事業所サービス

67 対個人サービス 67 対個人サービス

68 事務用品　　　　　　 68 事務用品

69 分類不明　　　　　　 69 分類不明

平成23年（2011年）表 平成27年（2015年）表

一部旧11から

一部旧64から

一部新53へ

一部旧94から
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２ 推計⽅法等の⾒直し
平成27年表の推計においては、平成23年表に引き続き、経済センサス‐活動調

査や産業連関構造調査を主要なデータソースとするとともに、国民経済計算体系
的整備部会ＳＵＴタスクフォース会合での議論を踏まえ、

① 社会医療診療行為別統計を活用した、医療（入院診療）及び医療（入院外診
療）部門の投入額推計（別添２ Ｐ３～Ｐ８）

② 介護事業経営概況調査を活用した、介護（施設サービス）及び介護（施設
サービスを除く。）部門の投入額推計（別添２ Ｐ９～Ｐ１３）

③ 地方財政状況調査を活用した、社会福祉（国公立）★★部門の投入額推計
（別添１ Ｐ２～Ｐ４、Ｐ７）

④ 各地方公共団体の個別の決算書類等を活用した、保育所部門の投入額推計
（別添１ Ｐ２、Ｐ５～Ｐ７、別添２ Ｐ１４～Ｐ１５ ）

⑤ 建築物リフォーム・リニューアル調査を活用した、建設補修部門の産出額推計
（前述）

⑥ 登記情報等を活用した、非住宅売買取引の仲介手数料、分譲住宅の販売
マージンなど不動産仲介・管理業部門の生産額推計（別添３ Ｐ２～Ｐ６）

⑦ 法人土地・建物基本調査を活用した、非住宅不動産の賃料収入の推計（別添
３ Ｐ２、Ｐ７～Ｐ８）

などの推計方法の見直しを行った。そのほか、

⑧ 科学技術研究調査や大学等におけるフルタイム換算データに関する調査等
を活用した、研究開発の固定資本としての計上（国民経済計算は対応済）

などの見直しもあわせて行った。
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